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「カーボンニュートラル」とは

二酸化炭素等の温室効果ガスの「排出量」から，
植林や森林管理等による「吸収量」を差し引いて，
その合計を実質的にゼロにすること
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宇都宮市では，人口減少，少子・超高齢社会においても，子どもから高齢者まで誰もが豊かで便利に安心して暮らすことができ，
夢や希望がかなうまち「スーパースマートシティ」の実現を目指しています。
その大切な柱のひとつが，「脱炭素社会の構築」です。また，「脱炭素社会の構築」は，SDGｓの達成にも貢献するものです。
本ロードマップは，2050年カーボンニュートラルの実現に向けて，本市全体で長期的なビジョンを共有し，市民・事業者・行政

が一丸となって脱炭素化に取り組んでいくことを目的として策定しました。
今後とも，かけがえのない地球を守り，今を生きる市民と，未来を生きる子どもたちの誰もが豊かで幸せに暮らすことができる

まちづくりを力強く進めてまいりますので，市民・事業者の皆様も，一緒に取り組んでいきましょう。

ロードマップの策定に当たって

≪ＳＤＧｓ（エスディージーズ）とは≫

Sustainable（持続可能な）

Development（開発）

Goals（目標） を略したもので，

2015年9月の国連サミットで採択された，
“2030年までに「誰一人取り残さない」，持続可能でよりよい
世界を目指す“という国際目標です。
17のゴールと169のターゲットにより構成されており，
そのうち，少なくとも13のゴールが直接的に環境問題に関連
するものであり，他の4つのゴール（ゴール1.5.10.16）も
間接的に関連しています。

≪スーパースマートシティとは≫

100年先も発展し続けるまちの姿
「NCC（ネットワーク型コンパクトシティ）」を土台に，
「地域共生社会」「地域経済循環社会」そして「脱炭素社会」
の３つの社会が，「人」づくりの取組や「デジタル」技術の
活用によって発展する「夢や希望がかなうまち」です。

「NCC」（ネットワーク型コンパクトシティ）※

「地域経済循環社会」

「人」・「デジタル」原動力

誰もが活躍し，さまざまな
モノが交流する

「地域共生社会」

絆を深め，
共に支え合う

「脱炭素社会」

未来への
責任を果たす

持続可能なまちづくりの基盤
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※中心市街地やそれぞれの地域拠点，産業，観光拠点に
まちの機能を集約し，それらを利便性の高い公共交通
などで連携した都市



カーボンニュートラルの必要性

地球温暖化が原因とされる気候変動による影響が，
本市においても市民生活や生態系に被害を及ぼしています。

国際的な専門家で構成される学術的機関である，ＩＰＣＣ（気候
変動に関する政府間パネル）第２作業部会第６次報告書によると，
このまま気温上昇が続けば，最大限の適応策を講じて気候変動に
備えたとしても適応しきれず，更に多くの人間と自然のシステム
が「適応の限界」に達する と言われています。

この地球温暖化による気候変動の影響をできる限り小さくするためには，

わたしたち一人ひとりが今すぐ行動を起こし，

2050年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロ にする，

すなわちカーボンニュートラル を実現することが不可欠なのです。

【本市におけるこれまでの影響】
・年平均気温は過去100年で2.3℃上昇
（猛暑日・熱帯夜が増加，冬日・真冬日は減少）

・年間降水量に長期的な変化はないものの，短時間
豪雨（1時間に50ミリ以上）の発生回数が増加し，
雨の降らない日も増加
➤ 令和元年度に発生した台風第19号では，本市

でも住宅の損壊，土砂災害，農林業被害などが
発生

このまま何の対策もとらなければ・・・
・21世紀末には栃木県の年平均気温は4℃上昇すると予測
・猛暑日（最高気温35℃以上）は年間約30日増加，熱帯夜
（最低気温25度以上）も約60日増加
・短時間豪雨の発生回数が約1.8倍に増加する一方で，雨が
降らない日の日数もさらに増加すると予測

➤ 大雨による災害リスクや干ばつリスクの増大
熱中症リスクなど健康被害の大幅な増大が懸念
自然災害，健康，農業等市民生活に大きな影響
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国内外の動向

【 国際的動向 】
◇パリ協定（2015年12月）

地球規模の課題である気候変動問題の解決に向けた世界共通の長期目標として、
・世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること
・今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と吸収源による除去量との間の均衡を達成すること 等について合意

◇ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）1.5℃特別報告書（2018年10月）

1.5℃を大きく超えないためには，2050年前後のＣＯ２排出量が正味ゼロとなることが必要との見解が示される
➤ 2020年以降，アメリカ，ＥＵ，イギリスなどが，2050年カーボンニュートラルを表明

◇ＣＯＰ２６（2021年10-11月）

気温上昇1.5℃目標が合意文書に明記されるとともに，各国に対し2030年温室効果ガス排出削減目標の見直しを要請

【 国内の動向 】
◇地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律の成立（2021 年5 月）

パリ協定や2050 年カーボンニュートラル宣言を踏まえた基本理念を定立

◇地域脱炭素ロードマップ策定（2021 年6 月）

・2030年までに，少なくとも100か所の「脱炭素先行地域」を創出し，モデルを全国に伝播（脱炭素ドミノ）
・全国で重点対策を実行（自家消費型太陽光発電，省エネ住宅，ゼロカーボン・ドライブ等）

◇地球温暖化対策計画改定（2021 年10 月）

2050年カーボンニュートラル宣言，2030年度温室効果ガス46％削減目標等の実現に向け対策・施策を記載

◇政府実行計画（政府の事務・事業に関する温室効果ガスの排出削減計画）（2021 年10 月）

2030年度削減目標を50％に見直し，太陽光発電の最大限導入や新築建築物のＺＥＢ化，電動車・ＬＥＤ照明の導入徹底，積極的な
再エネ電力調達等について率先実行

◇第６次エネルギー基本計画（2021 年10 月）

2030年度の電源構成に占める再エネ比率を22～24％→36～38％に上積み
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本市の現状と課題

表 温室効果ガス排出量（単位：万ｔ‐ＣＯ２）

これまで，宇都宮市地球温暖化対策実行計画（令和3年3月策定）に掲げた，2030年度までに2013年度比▲27％という
削減目標に向け，環境配慮行動の推進など様々な施策に取り組んできたところですが，
直近の削減実績は▲6.9％という結果になりました。（▲1.15％／年）（2013年度→2019年度）

ガス・部門
2013年度
（基準年）

2019年度
（最新値） 増減 主な排出源

二酸化炭素 396.0 359.4 ▲9.2％

産業 110.9 106.3 ▲4.1％ 製造時のエネルギー使用等

民生（家庭） 78.3 68.8 ▲12.1％ 家庭の給湯，照明・家電，暖房等

民生（業務） 96.2 80.9 ▲15.9％ 事務所や店舗等の空調，給湯，照明等

運輸 104.1 97.3 ▲6.5％ ガソリン自動車等

廃棄物 6.5 6.1 ▲6.2％ 廃棄物の焼却等

その他ガス 22.0 29.7 35.0％ 水田や家畜のふん尿，廃棄物の燃焼等

合 計 418.0 389.1 ▲6.9％

本市の二酸化炭素排出量の排出割合の特徴のひとつとして，
運輸部門が全国より7％高い割合を占めていることが挙げられます。
これは栃木県が一人当たりの自家用車保有率全国第2位であり，

本市でも移動手段のほとんどを自動車に依存していることが原因の
一つであると考えられます。

円グラフ 宇都宮市の二酸化炭素排出量※の構成比
※二酸化炭素排出量は，温室効果ガス排出量からその他ガス（メタン，一酸化二窒素等）を引いた量4

全国

2019(令和元)年度

10億2,900万t-CO2

産業部門

37%

民生(家庭)部門

16%

民生(業務)部門

19%

運輸部門

20%

エネルギー転換部門

8%

宇都宮市

2019(令和元)年度

359.4万t-CO2

産業部門
30%

民生(家庭)部門
19%

民生(業務)部門
22%

運輸部門
27%

廃棄物部門
2%



このまま推移した場合2030年度までの削減率は▲19.6％，2050年は▲42.6％に留まり，現行計画の削減目標や，
2050年までの実質ゼロの達成にはほど遠い状況です。

2050年に▲100％とするには，より一層の取組強化により，▲2.71%／年の削減が必要であり，
2030年度には少なくとも▲46％とする必要があります。

※ 国は2030年度削減目標を26％→46％に改定
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▲6.9%

現行目標
▲27%

このまま推移した場合…
▲19.6%

2050年実質ゼロ
達成のためには

▲46%必要

▲42.6%

温室効果ガス排出シナリオ
（%）

（年度） （年）
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環境配慮行動が
定着し，自然と
の共生が実現し
ている。

様々なコトがリモー
トで快適にできる
ライフスタイルに
なっている。

各拠点の地域資源が
互いに循環し，支え
合っている。

製品の開発・製造，
輸送時において温室
効果ガスが排出され
ていない。

３Ｒの取組が広がり，プラスチッ
クごみや食品ロスだけでなく，ご
みの総量が削減されている。

温室効果ガスを排出しな
い電気自動車や燃料電池
自動車が普及している。

緑あふれるコンパクトな
まちは，歩いて快適に楽
しくすごせる。

全ての家に太陽光発電が
導入され，快適で災害にも
強いZEH※1が普及している。

公共交通ネットワークが充実
し，自転車も使いやすく，自
動車からの転換が進んでいる。

環境と調和のとれた
農林業が営まれてい
る。

目指すまちの姿 2050年カーボンニュートラルが実現する頃，
わたしたちの住むまちはどのような姿になっているでしょうか。

6



カーボンニュートラルに向けた課題と方向性

温室効果ガス削減に向けた取組は決して十分とは言えず，「目指すまちの姿」を実現するためには，
一人ひとりの意識・行動と社会の仕組みそのものの両面から，抜本的な改革を図っていかなければなりません。
そこで以下のとおり，カーボンニュートラルに向けた課題と方向性を整理しました。

● 脱炭素型ライフスタイルへの変革と一人ひとりの積極的・主体的な行動実践（※下記①②③への対応）

➤ 温室効果ガスは，日常生活や経済活動などのあらゆる場面から排出されており，
その全てを実質ゼロにするためには一人ひとりの意識改革・行動変容が不可欠である。

⇒ 一人ひとりが地球温暖化問題の当事者であるとの認識を持って脱炭素型ライフスタイルへの変革に取り組み，
省エネの徹底や公共交通の積極的な利用等の環境配慮行動を積極的・主体的に実践していく。

● 地域ポテンシャルを活かした再生可能エネルギーの積極的な創出・利用（※下記③④への対応）

➤ 日常生活等で使用する電力の７割超は化石燃料による火力発電でつくられており，
電源の脱炭素化を早急に進めなければ，温室効果ガスは排出され続けてしまう。

⇒ 地域ポテンシャルを活かして再生可能エネルギーを積極的に創出・利用し，今後買取期間が満了する
卒FIT※2太陽光なども最大限活用するとともに，水素エネルギー等の新たなエネルギーも活用していく。

● 地域資源を活かし・育みながらの社会経済システムの変革（※下記①～⑤への対応）

➤ 都市・地域構造や社会経済システムは二酸化炭素排出量に大きく影響を与え続けることから，
脱炭素社会にふさわしい社会経済システムへの変革が必要である。

⇒ 環境負荷の少ない都市構造（ＮＣＣ），ＩＣＴ等を活用した「スマートシティ」，
本市独自のもったいない運動，豊富な人材や産業競争力など，本市の脱炭素化に資する地域資源を
活かし，育みながら，効果的・効率的に取り組んでいく。

① 省エネの徹底等によるエネルギー消費量の削減
② 自動車や機械・設備等の電化
③ 電源の脱炭素化（再生可能エネルギー）
④ 非電化分野等における水素エネルギー等の活用
⑤ ＣＯ２の回収・貯留と森林吸収効果の最大化
→④の新技術の活用や⑤の回収・貯留などについては，国や産業界における
革新的技術の開発・実装が進むことで将来的な脱炭素化の加速化が期待
される分野

【カーボンニュートラル（CO2排出削減）実現イメージ】

77図：第３回グリーンイノベーション戦略推進会議資料を参考に宇都宮市作成

※3



宇都宮市カーボンニュートラルの実現に向けた基本方針

2050年カーボンニュートラルの実現に向け，
私たちの日常生活や経済活動などのあらゆる場面から排出されている温室効果ガスをなくすためには，
ライフスタイルや産業構造を抜本的に見直す必要があり，決して容易なことではありません。

一方で，カーボンニュートラルの取組は，環境のためだけではなく，
たとえば，建物の断熱性能の向上（夏は涼しく冬は暖かい，冬のヒートショック対策，光熱費の節約）や，
スマートムーブ※4（徒歩や自転車，公共交通機関を使って移動することによる運動量の確保，渋滞緩和）など，
快適で健康的な暮らしのメリットや，企業価値の向上にもつながるものです。

今，私たち一人ひとりが行動を起こし，市民・事業者・行政が一丸となって取り組んでいくため，「基本方針」を定めます。
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「ＮＣＣ（ネットワーク型コンパクトシティ）」を基盤とし、

「もったいない」のこころのもと、「ひと」「もの」「まち」を大切にしながら、

将来世代に残すことができる持続可能なまちをつくるため、

かえる つくる 育てる の３つのアクションを実行し

カーボンニュートラルなまち“うつのみや”を実現しよう

カーボンニュートラル実現のための３つのアクション

育てるみんなで！
脱炭素社会にふさわしいまちになるために
本市の資源であるＮＣＣ、人材、緑、技術、
パートナーシップなどをさらに育て、活用しよう

かえる大胆に！
温室効果ガスが日常のあらゆる場面から排出されて
いることを意識して、脱炭素型のライフスタイル・
ワークスタイルへ日々の行動を変えよう

つくるもっと！
環境にやさしい再生可能エネルギーをつくり、
そして使おう

9



実質ゼロ

2030 2050

2013年度（基準年度）

418万ｔ-ＣＯ2排出

209万ｔ-ＣＯ2

令和３年9月6日，本市は，

2050年までに温室効果ガス排出を実質ゼロにする，「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明しました。
この高い目標の実現に向けては，2030年度までの行動が極めて重要です。

国は，令和3年10月に地球温暖化対策計画を改定し，2030年度の温室効果ガス削減目標を
従来の2013年度比▲26％から▲46％へと上方修正し，さらに▲50％の高みを目指す，としました。

2013

吸収量

市民排出
約145万ｔ

事業者排出
約245万ｔ

その他

2019

市民排出
約130万ｔ

事業者排出
約220万ｔ

その他

温室効果ガス削減目標

389万ｔ-ＣＯ2

本市では，新たな温室効果ガス削減目標として

2030年度までに2013年度比

50％ 削減 を掲げるとともに，

市民・事業者・行政の各主体が“我が事”として
カーボンニュートラルに取り組んでいくため，
主体別の削減目標を設定します。

市民の削減目標 ： ▲85万ｔ（▲60％）
事業者の削減目標：▲110万ｔ（▲45%）
行政の削減目標 ： ▲8.4万ｔ（▲75%）

市民排出
約60万ｔ

事業者排出
約135万ｔ

10



カーボンニュートラル実現に向けた全体像

➤ 2030年度に向けては，今ある技術を最大限活用し，各主体がすぐにできる取組を着実に実施するとともに，脱炭素の基盤となる
ＮＣＣの構築や人材育成などに取り組み，カーボンニュートラル実現の土壌を醸成していきます。

➤ 2030年度以降，2050年に向けては，それまでの取組のより一層の強化・拡充を図りながら，環境にやさしい都市基盤（ＮＣＣ）の
確立と脱炭素型ライフ・ワークスタイルの定着，さらには革新的技術等の実装が加わることで，それらの相乗効果を
最大限高め，2050年カーボンニュートラルの実現を確実なものとしていきます。

年度 2022 2023 2024 2025 … 2030 …2050

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

温室効果
ガス削減
目標
▲50％
（2013年度比）

ゼロ
カーボン
シティ
表明

地球温暖化
対策

実行計画
改定

大胆に！かえる

みんなで！育てる

プロジェクトの推進・実施

もっと！つくる

ロードマップの周知・啓発，行動変容の促進
市民・事業者・行政による主体的な取組の拡大

新たな施策・事業の導出

ロード
マップ
策定
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主な排出源

・住宅設備（空調・給湯）や
家電，暖房器具，照明等の
利用に伴う電気や燃料の消費

・移動（自家用車の利用など）
に伴う燃料の消費

そのほか，家庭系ごみの処理
（運搬・焼却・埋立）における
電気や燃料の消費 など

2019

➡ 「もったいない」のこころを育み，未来の世代へつなげよう
・ 「ひと」を大切に 将来世代を担う子どもたちのやさしい心を育てよう
・ 「もの」を大切に 衣類や家具家電などを大事に長く使おう
・ 「まち」を大切に 自分たちが暮らす地域のまちづくり活動に積極的に関わろう

➡ 暮らしに緑を取り入れよう
➡ 地域の環境や生きものを守り育てる活動に参加しよう

➡ 電気は「買うもの」から「つくるもの」へ，
エネルギーを創り，そして使おう

・ 住宅の新築・改修時には太陽光発電や太陽熱利用などの
再生可能エネルギー設備の設置検討を

・ 集合住宅など，再エネ設備の設置が難しい場合は，
小売電気事業者の再エネメニューに切替検討を

➡ 暮らしやすく，環境にやさしい住まいにしよう
・ 新築・改修はＺＥＨやＬＣＣＭ住宅※5に，建築資材には地元産木材を活用して
・ 外壁を断熱リフォーム，窓は二重窓にして
・ 照明はＬＥＤ，給湯空調設備や電化製品は省エネ性能の高いものを

➡ 移動をエコで快適に，スマートムーブを心がけよう
・ 毎日の通勤・通学やお出かけを公共交通で
・ マイカーをＥＶ（電気自動車）に，運転はエコドライブ※6を心がけて
・ 自転車や徒歩移動で身体も心も健康に

➡ サステナブルなライフスタイルへ，日々の行動を変えよう
・ レジ袋や使い捨てプラスチックを削減！ 無駄を見直し，ごみの減量と分別徹底を
・ 人にも地球に優しいモノを，考え，選んで，購入しよう
・ 地元の旬の野菜や果物を美味しく食べて，食品ロスはゼロに

わたしたちのライフスタイルに関連して排出される温室効果ガスは，全体の約６割を占めるとも言われています。
住まいや移動手段に直接起因するものだけでなく，たとえば製品やサービスの選択ひとつとっても，

製造から廃棄に至るまでに排出される温室効果ガスの存在があることを忘れてはなりません。
わたしたち一人ひとりにできることは，現時点では限られていたとしても，少しずつでも脱炭素型のライフスタイル

に取り組むことで，企業の取組もより一層進み，社会全体のカーボンニュートラルの実現に近づくことができます。
みなさんも，できることから，日々の暮らしに取り入れてみませんか。

市民 の取組

１世帯あたり
およそ5.5ｔ

12



13

・家庭向け脱炭素化普及促進補助事業
（住宅用太陽光，蓄電池，エネファーム等の創エネ・蓄エネ設備や
ＺＥＨ住宅の導入補助）
・住宅改修補助制度（断熱改修，太陽熱温水器設置など）

・電気自動車の導入補助
・公共交通利用促進運動「MOVE NEXT UTSUNOMIYA」の実施
・ＥＶステーションの普及促進（ＥＶ利用環境の向上）
・自転車専用道路の整備

・ごみ分別アプリ「さんあ～る」の配信
・家庭用生ごみ処理機の設置補助
・フードドライブの推進
・エコショップ等認定制度の推進

市民の脱炭素型ライフスタイルを支える
市の施策・事業 （一部抜粋）

2013 → 2019
・住宅の高断熱化や省エネ家電の普
及等によるエネルギー消費量の削減
・家庭用太陽光発電設備や蓄電池の
導入拡大
・自家用車の燃費性能向上やEV化
・公共交通利用，ごみの削減 など

→ 2050

全ての住宅で
太陽光発電の導入
または，ZEH化

全ての車が
電気自動車や
燃料電池自動車に

環境配慮行動が定着し
脱炭素化された
ライフスタイルに

取組の方向性 取組目標（2030年度） 削減量目安
単位：万t-CO2

家庭における
エネルギー消費量の削減

現状：ほぼ横ばい → 目標：▲43％ ▲29.9

家庭用
太陽光発電の導入

現状：全住宅の約10％に導入済
→目標：新築住宅のうち

ZEHの占める割合30%
全住宅のうち，ZEHを含めた
太陽光導入住宅25％

▲8

電動車への転換
（EV・PHV）

現状：乗用車保有台数のうち0.4％程度
→目標：16％
（2030年度時点で全ての自家用乗用車のうち
半数がHV含む次世代自動車）

▲9.3

再エネ電力への切替 →目標：18％ ▲9

電力の脱炭素化，
もったいない運動の実践，
公共交通への利用転換，
ごみの削減など

ー ▲13.8

他にもできることはある？
脱炭素に向けたアクションの事例と
削減効果は，次のページをチェック！



※各アクションによる１年あたりの削減効果について，とくに注釈のあるもの以外は環境省「ゼロカーボンアクション３０」を参考に記載

今から2030年度までに，少なくとも１世帯あたり約3ｔ（3,000kg）程度の削減が必要です。
「スマートムーブ」や「食事を食べ残さない」など，すぐにできる取組もあれば，

ＺＥＨや太陽光発電など，初期投資がかかるものの削減効果が高く，
また長い目で見たときに副次的なメリットが大きい取組もあります。
カーボンニュートラルに向けて自分たちに何ができるか，家族みんなで話し合ってみましょう。

太陽光発電
2,646kg…

食事を食べ残さない
1人あたり54kg…今度の帰省を電車で

往復200ｋｍで
1人あたり20kg…自宅をＺＥＨ（ゼロ・エネルギー・ハウス）に

⇒ 3,085kg／戸
ＺＥＨ（ゼッチ）とは住宅の高断熱化、高効率設備による省エ
ネルギーで消費エネルギーを減らし、太陽光発電により再生可
能エネルギーを導入し、エネルギーを創ることで、年間の住宅
のエネルギー消費量が正味でゼロとなる住宅です。健康で快適
な室内環境を保ちながら，光熱費削減や，遮音・防音効果の向
上も期待できます。
⇒ 一般的な住宅との価格差：約250～300万円程度

（国や本市の補助金の活用が可能）

※宇都宮市試算

自宅への太陽光発電の設置
⇒ 2,646kg／戸

エネルギー源が半永久的でクリーンな
太陽光で発電することによって、CO2
の排出を抑えることができます。
経済産業省のデータによると、太陽光
発電の設置費用は、2021年が1kWあ
たり平均28万円（新築の場合）となっ
ていますが，災害などの停電時にも電
気を使うことができるほか，電気代を
抑え，余剰分は売電することで収入を
得ることもできます。
（本市の補助金の活用が可能）

※宇都宮市試算

食事を食べ残さない
⇒ 54kg／人

※家庭と外食の食品ロスがゼロになった場合

日本の食品ロス量は，
１人１日あたり，おにぎり約１個分。
食材の買い物や保存等でも工夫をして，
家庭と外食の食品ロスがゼロになれば，
CO2の削減にもつながります。

食べ物の地産地消
⇒ 8kg／人

現在、日本ではカロリーベースで約60%を
輸入食品で賄っており、その分フードマイ
レージ（輸送量×輸送距離：輸送に掛かる
CO2排出量も増える）が大きくなっています。
お買い物の際は国産のもの，地元産のものを
意識して選択してみましょう。
本市では，学校給食の地産地消を推進して
います。

再エネ電気への切替
⇒ 1,232kg／人

※現在の1世帯の電力消費量等から算出

再生エネルギーとは、CO2を排出せず、
かつ繰り返し利用できるため資源が無
くならないエネルギーです。
各社メニューにより料金は切り替え前
と同等程度のものもあります。積極的
に再エネ電気に切り替えてエコな暮ら
しをしましょう。
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植林などの保全活動
※木を１本植えた場合

⇒ 0.8kg／本
地球温暖化の現状は他人事ではなく、一人ひと
りの行動の上に成り立っています。地域の環境
活動などに参加してみましょう。
自宅の庭木やグリーンカーテンなどの植物も，
温室効果ガスを吸収しながら，おうち時間を
快適にしてくれます。

スマートムーブ
※自動車移動がバス・電車・自転車などに置き換えられた場合

⇒ 都市内プライベート410kg/人（通勤・通学以外）

通勤時243kg/人（通勤・通学）

自動車のCO2排出量は、家庭からのCO2排出量の約1/4を
占めます。自動車保有率が全国と比べて高い宇都宮ではさ
らに比率が高くなります。
徒歩、自転車や公共交通機関など自動車以外の移動手段の
選択（スマートムーブ）や、エコドライブの実施、カー
シェアリングを積極的に利用していきましょう。
本市では，LRTの整備と合わせて，バス路線の再編や交通
系ICカード，バスの上限運賃制度の導入など，子どもから
お年寄りまで，誰もが利用しやすい公共交通利用環境づく
りに取り組んでいます。

自動車のＥＶ化
⇒ 242kg／人

自動車をＥＶ（電気自動車）に乗り換えると，走行
時のガソリンの燃焼によるCO2排出がゼロになりま
す。静粛性が高く乗り心地が良いうえ，燃料代のコ
スト削減が望めるほか，アウトドアや災害時などに
電源として活用することも可能です。
⇒ 一般的なガソリン車との価格差：約100万円～

（国や本市の補助金の活用が可能）

宅配を１回で受け取る
※年間72個（月6個程度）の宅配便を全て1回で
受け取った場合

⇒ 7kg／人
宅配便の総数のうち約15%が再配達という
調査結果があります。
再配達の際にもCO2が排出されます。
日時指定や置き配、宅配ボックス等の利用
などで、できるだけ1回で荷物を受け取り
ましょう。

排出削減に向けた国の取組 （一部抜粋）

・脱炭素型ライフスタイルへの転換
・住宅の省エネルギー化（新築・改修）
・省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進
（高効率照明，高効率給湯器など）

・徹底的なエネルギー管理の実施
・公共交通機関及び自転車の利用促進
・次世代自動車の普及，燃費改善
・エコドライブ
・カーシェアリング
・道路交通流対策等の推進
・家庭における食品ロスの削減

1人が1km移動する際の
交通手段別の

二酸化炭素排出量

自家用車 131グラム

バス 109グラム

鉄道 28グラム

本市のＬＲＴ 0グラム

本市のＬＲＴ以外の排出量は
国土交通省「2020年度輸送量
あたりの二酸化炭素の排出量
（旅客）」によるもの

15

ごみの分別処理
※家庭から出る容器包装プラスチックを全て分別
してリサイクルした場合

⇒ 4kg／人
「３Ｒ」（リデュース（ごみの発生抑制）、
リユース（再使用）、リサイクル（再生利
用））は、CO2排出量減につながります。
まずは減らす工夫をしてみましょう。
分別方法に迷ったら，本市のごみ分別アプ
リ「さんあ～る」を活用してみてください。

衣類を長く大切に着る
※衣類の購入量を1/4程度にした場合

⇒ 194kg／人
日本の衣類廃棄量は年間約“100万トン”。
“1人あたり”なんと約26枚。
洗濯表示を確認する、適切にケアする、先のことを
考えて買うなど、気に入った1枚を長く大切に着ること
もサステナブルなファッションとの付き合い方です。
また，最近は様々なブランドが環境に配慮した素材や
方法で洋服を作成しています。購入時にリサイクル・
リユースなど環境に配慮した素材や製造過程なども
確認してみましょう。



事業者 の取組
パリ協定以降，脱炭素社会の実現に向けた社会的気運の高まりに伴い，グローバルに展開している企業を中心に，

脱炭素経営に向けた取組が急速に広がっています。こうした企業とサプライチェーンで繋がっている中小企業に
とっても無縁ではありません。
消費者の間でも，サステナブルな製品・サービスを求めるエシカル※7志向は高まりつつあり，企業だけでなく，

個人商店やフリーランス，農林業などの第一次産業を含むあらゆる事業者にとって，このような脱炭素化の潮流を
リスクと捉えるか，チャンスに変えられるかは，今後５年，１０年の取組次第です。
将来にわたって「選ばれる事業者」であり続けるために，できることから，脱炭素経営への第一歩をはじめて

みませんか。

主な排出源

・製造業，建設業，鉱業，農業
における電気や燃料の消費

・事務所ビル，飲食店，学校
などにおける電気や燃料の消費

・自動車等の利用に伴う
燃料の消費

そのほか，事業系ごみの処理
（運搬・焼却・埋立）における
電気や燃料の消費 など ➡ カーボンニュートラルな未来に向けて，人材と技術の芽を大切に育てよう

・ カーボンニュートラル社会にふさわしい人材の育成と，新技術開発への投資を
・ ＣＳＲ※11に積極的に取り組んで，人に，地元に，愛され続ける企業に

➡ 持続可能でスマートな農林業を実現しよう
・ 温室効果ガス吸収源対策としての役割も担う農地や森林の適正管理・保全を
・ 高い生産性と環境負荷低減を両立した農林業生産体制の構築を

➡ 電気は「買うもの」から「つくるもの」へ，
エネルギーを創り，そして使おう

・ 太陽光発電や太陽熱利用などの再生可能エネルギー設備の設置検討を
（エネルギー消費が多い業種ほど自家消費による経費削減効果大，レジリエンス※9も向上）

・ 不足分は小売電気事業者の再エネメニューで調達，Ｊクレジット※10も活用を

➡ 「つくる責任」製品・サービスのライフサイクルを通じた環境負荷低減
・ 原材料の調達から，生産，流通，消費者による消費・使用，廃棄に至るまでを
見据えた製品・サービスの開発を

・ 製品の小型化，軽量化，長寿命化と梱包の省略，簡易化，リターナブル化
・ リサイクルしやすい商品設計と，サプライチェーン連携によるリサイクルルートの構築

➡ 人にも環境にもやさしい職場で快適に働こう
・ 外壁を断熱リフォーム，窓は二重窓に
・ 照明はＬＥＤ化，機械設備などはできるかぎり電化し，省エネ性能の高いものを
・ 熱利用（温水など）の多い業種はコージェネレーションシステム※8の導入検討を

➡ 通勤も，仕事中も，スマートムーブを心がけよう
・ 事業用の車両をＥＶ（電気自動車）やＦＣＶ（燃料電池自動車）に
・ 毎日の通勤を自転車や徒歩，公共交通で 運動量が増えて健康増進にも

➡ サステナブルなワークスタイルへ，働き方を変えよう
・ クールビズ・ウォームビズで，空調の設定温度を適正に
・ 書類はできるだけ電子化，ペーパーレスでオフィスも広々
・ 職住近接で通勤ストレス軽減，テレワークやオンライン会議も積極的に活用
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17

→ 2050

全ての事業者で
環境配慮行動の
実践や設備の更新

全ての建築物に
太陽光発電が導入

製品の開発・製造，
輸送時などにおいて

脱炭素化

2013 → 2019
・省エネルギー設備の導入や照明の
LED化，業務効率化等によるエネル
ギー消費量の削減
・創エネルギー設備の導入
・機械設備の電化，エネルギー転換
・事業用車両のEV化 など

取組の方向性 取組目標（2030年度） 削減量目安
単位：万t-CO2

エネルギー消費量の削減
現状：製品出荷額の増に伴い，依然増加傾向
→目標：省エネ法に基づき，

年1％の省エネを実現
▲24.4

太陽光発電を
はじめとした

創エネルギー設備の導入

現状：全事業所の5％程度に
太陽光発電導入済と推計

→目標：10％
▲5.6

再エネ電力への切替 →目標：20％ ▲33.6

機械設備の電化
→目標：産業部門の非電気設備の

20％を電化
▲9.4

事業用車両の
電動車への転換
（EV・PHV）

現状：乗用車保有台数のうち0.4％程度
→目標：16％
（2030年時点で全ての事業用乗用車のうち
半数がHV含む次世代自動車）

▲5.7

電力の脱炭素化，
建物のZEB化，

エネルギー転換など
ー ▲6.3

排出削減に向けた国の取組 （一部抜粋）

・産業界における自主的取組の推進
・企業経営等における脱炭素化の促進
・省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進
・業種間連携省エネルギーの取組促進
・電化・燃料転換
・徹底的なエネルギー管理の実施
・中小企業の排出削減対策の推進
・工場・事業場でのロールモデルの創出
・建築物の省エネルギー化
・デジタル機器・産業のグリーン化
・電気・熱・移動のセクターカップリングの促進
・エネルギーの地産地消・面的利用の促進
・脱炭素物流の推進

費用もかかるし難しそう・・・
まずはどこから手をつけたらいいの？
自分の会社（事業）には関係ない？
脱炭素経営のメリットや基本的な考え方
については，次のページをチェック！



図：脱炭素経営のメリット
（出典：環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンド
ブック－温室効果ガス削減目標を達成するために－Ver.1.1 ）

事業者による温室効果ガスの排出割合の多くを占めるのは，製造業をはじめとする大規模な工場や
従業員数の多い大企業のオフィスなど，「特定排出者」と呼ばれる事業者であり，「特定排出者」には，
自らの温室効果ガスの排出量を算定し，国に報告することが義務付けられています。
一方で，「特定排出者」ではないからと言って脱炭素に取り組まなくて良いわけではありません。

市内には2016年時点で21,906の事業所がありますが，うち97％が，従業員数が50人に満たない
中小事業所であり，本市の経済を支える重要な存在です。
今後，人口減少や高齢化に伴い事業所数・従業者数が減少していく中で，こうした中小企業が

事業継承や生産性の向上を図っていくためにも，脱炭素化の潮流をしっかり捉え，取り組んでいくことは，
事業所にとってのメリットにつながります。

産業別割合を見ると，「卸売業・小売業」が事業所数・従業者数ともに最も多く，第３次産業の割合が
比較的多いことが本市の特徴であり，こうした中・小規模の事業者が，いかにして脱炭素経営に取り組んで
いくかが，課題と言えます。

【市内事業所の従業員規模】

1～4人 5～49人 50人～

54.1%

42.7%

3.1%

出典：経済センサス
出典：ＲＥＳＡＳ

宇都宮市

【事業所数（事業所単位） 2016年】

卸売業，小売業
27.1%

卸売業，小売業
5,934事業所（27.1%）

卸売業，小売業
25.4%

卸売業，小売業
25.4%

建設業
9.7%

建設業
11.2%

建設業
9.2%

製造業
10.3%

栃木県

全国

鉱業，採石業，砂利採取業
9事業所（0.0%）

電気・ガス・熱供給・水道業
24事業所（0.1%）

学術研究，専門・技術サービス業
1,091事業所（5.0%）

教育，学習支援業
806事業所（3.7%）

サービス業（他に分類されないもの）
1,418事業所（6.5%）

運輸業，郵便業
435事業所（2.0%）

漁業
6事業所（0.0%）

製造業
1,121事業所（5.1%）

不動産業・物品賃貸業
1,441事業所（6.6%）

生活関連サービス業，娯楽業
2,117事業所（9.7%）

複合サービス事業
91事業所（0.4%）

情報通信業
228事業所（1.0%）

農業・林業
73事業所（0.3%）

建設業
2,128事業所（9.7%）

金融業・保険業
474事業所（2.2%）

宿泊業，飲食サービス業
2,838事業所（13.0%）

医療・福祉
1,672事業所（7.6%）18



＜脱炭素化に向けた取組ステップ（例）＞

脱炭素経営に取り組む際には，生産プロセスや設備をはじめとするエネルギーの使い方を

根本から振り返る必要があります。
環境省が2015年に公表した「温室効果ガス削減中長期ビジョン検討会 とりまとめ」においては，

温室効果ガス大幅削減の方向性として以下の３点を挙げています。（令和４年４月 環境省策定
「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック －温室効果ガス削減目標を達成するために
－ Ver.1.1」より一部抜粋）

図：温室効果ガス大幅削減の方向性
（出典：環境省「温室効果ガス削減中長期ビジョン検討委会 とりまとめ」）

① 可能な限り，エネルギー消費量
を削減する。（省エネを進める）
（例）高効率の照明・空調・熱源機器の
利用等

② エネルギーの低炭素化を進める。
（例）太陽光・風力・バイオマス等の再
エネ発電設備の利用，CCS付き火力発電
設備の利用，太陽熱温水器・バイオマス
ボイラーの利用等

業種や事業形態によって，温室効果ガスの排出源や対策方法はさまざまです。
まずは，自らの事業活動における温室効果ガス排出状況の把握・見える化をし，対策方法を検討しましょう。 電力消費が…

生産工程が…

設備の更新…

たとえば農業では・・・
市内の総農家数は約4,427戸（出所：2020年農林業センサス）で，

主要な産業のひとつですが，実は，畜産によるメタンガスの発生や，
農業機械・施設園芸での燃料の使用など，農業分野が排出する温室効
果ガスも決して少なくありません。
温室効果ガスの削減には，有機農業や，スマート農業による省力化

など，できることはたくさんあり，スマート農業への移行は農業従事
者の高齢化などによる人手不足の解消にもつながります。
さらに近年では，農地土壌が持つ炭素貯留能力が注目され，温室効

果ガスの吸収源としての役割も期待されています。

たとえば飲食業では・・・
農林水産省の統計（2018年）によると、外食産業による

食品廃棄は減少傾向にあるものの、それでも全体の約5分の１に当た
る116万トンの食品ロスが出ています。その内訳は、「食べ残し」が
最も多く、「仕込み過ぎ」が次に続き，いずれもお店側の少しの工夫
で対処できる問題です。
食事量の選択ができるメニューの採用や，料理の写真を掲示しボ

リューム感の視覚化をすることで適切な注文量となるよう促すなど，
ちょっとした工夫で、お客さんとお店の双方にとって無理のない食品
ロス解決を実現でき，お店側の廃棄コスト削減にもつながります。

オフィスや工場などの，
大規模事業者に限った話では

ありません

③ 電化を促進する。
（利用エネルギーの転換）

※熱より電力の方が低炭素化しや
すいため）
（例）電気自動車の利用，暖房・
給湯のヒートポンプ利用等

※可能な限り電化を進めていく一方で，技術的あ
るいはコストの問題から電化が難しい分野にお
いては，まずは化石燃料から都市ガス等の他燃
料へ転換するなど，より環境負荷の低いエネル
ギーを活用することも有効策のひとつです。
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※エネルギー消費量の削減に向けては，機器や設
備の更新のほか，AI・IoTなどを活用し徹底し
た省エネ管理を推進することによって，消費エ
ネルギーの最適化を図ることも有効です。



主な排出源

・市有施設における電気の消費
48,050t-CO2（52.3%）

・市有施設・公用車の利用によ
る燃料の消費

14,200t-CO2（15.5%）

・廃棄物（プラごみ）の処理に
よる排出

20,701t-CO2（22.5%）

・その他 8,923t-CO2
（9.7%）

行政 の取組
行政（市役所）は，一事業者として，行政活動における温室効果ガス排出の削減並びに吸収作用の保全のための

措置にこれまで以上に取り組む必要があります。
市民・事業者の率先垂範として，市有施設のエネルギー消費による温室効果ガスの排出抑制や，

職員による環境配慮行動の徹底等を行い，温室効果ガス削減に努めていきます。

➡ 自治体職員として最前線で，「人」づくり，「まち」づくりに取り組みます
・ 未来を担う子どもたちをはじめとする，あらゆる世代を対象とした環境学習の場の提供
・ 環境負荷の少ない都市基盤＝「ＮＣＣ」の形成
・ 「もったいない運動」のより一層の充実

➡ 緑あふれる美しいまちをつくります
・ 市有地・市有施設や公園等の緑化の推進，温暖化対策と市民の憩いの場の創出
・ 森林吸収量を最大限高めるための適切な管理・保全と，木材利活用の推進

➡ 市有地・市有施設に再生可能エネルギーを最大限導入します。
・ 設置可能な市有地・市有施設には再エネを最大限導入し，地域新電力会社からの
電力調達と合わせて，市の電力利用におけるカーボンニュートラルを目指す

➡ 市有施設の省エネ化・ZEB化を推進します。
・ 施設の新築・改修や照明機器の更新時にはＬＥＤ照明を導入し，全施設照明のＬＥＤ化
を目指すとともに，高断熱化や，空調等のエネルギー利用設備の高効率化を図る

➡ 通勤も，外出も，スマートムーブを実践します。
・ 公用車の車両更新と合わせたＥＶ・ＰＨＶの導入と，充電設備の整備
・ エコ通勤の推進と，公務外出の際の自転車の活用

➡ 市の事務事業を徹底的に脱炭素化します。
・ クールビズ・ウォームビズの通年実施
・ ICT活用によるレスペーパー化による省エネルギー化の推進
・ テレワークやオンライン会議の積極的活用による省エネルギー化の推進
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長期的な技術革新等が必要な分野の排出を除き，

2030年にカーボンニュートラルを
達成する目標値を設定

2013 → 2019
・市有施設の照明のLED化，高効率設
備の導入等による電力使用量の削減
・再生可能エネルギー設備の導入
（29施設）
・分別の徹底等によるごみ焼却量の
削減

取組の方向性 取組目標（2030年度） 削減量目安
単位：万t-CO2

省エネ設備の導入
施設の新築・改修に合わせたZEB化
全市有施設照明のLED化，高効率設備導入

▲1.11

再生可能エネルギーの
導入

設置可能な市有施設・市有地への
再生可能エネルギー最大限導入

▲0.06

再エネ由来電力の
調達

地域新電力等からの再エネ電力調達 ▲3.64

ごみ焼却量の削減 ごみ焼却量の削減、分別の徹底 ▲0.77

公用車の電動車化や
ボイラーの電化等

全ての公用車の電動車化
※特殊車両を除く

ボイラーの電化等
▲0.82

→ 2050

全ての市有施設が
ZEB化

地域新電力から
全ての電力調達

ごみの大幅な削減

公用車からの
排出ゼロ

（特殊車両含む）
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自家用車から公共交通へ

行動を

誰もが使いやすいように

公共交通利用環境を

スマート＆ゼロカーボンムーブプロジェクト

自動車依存度が高く，運輸部門からの排出割合が全国平均と比
べて大きいという本市の課題を踏まえ，ゼロカーボンＬＲＴを
はじめとした利便性の高い公共交通網の整備，バス路線の再編，
交通系ＩＣカードやバスの上限運賃制度の導入など，利用環境
の向上による公共交通の利用促進と，自動車をはじめとする多
様なモビリティの脱炭素化を図り，移動に伴うCO2排出ゼロを
目指します。

► 公共交通利用促進運動「MOVE NEXT UTSUNOMIYA」の実施
・ 中高生世代への「totra」配布
・ 自転車・電動キックボードのシェアリングサービスの導入検討

► ネットワークと乗り換え機能の充実
・ トランジットセンターへの送迎スペースや駐車場，各停留場
への自転車駐輪場の整備とバスネットワークの充実

► 端末交通の脱炭素化
・ バス，タクシー，地域内交通等へのEV・FCVの導入促進

「宇都宮市 カーボンニュートラルの実現に向けた基本方針」に掲げた

の３つのアクションを牽引し，

好循環を生み出すための重点施策となる

「脱炭素加速化プロジェクト」を設定します。

脱炭素加速化プロジェクト
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カーボンニュートラルな
まちづくりプロジェクト

環境負荷の少ない都市基盤であるＮＣＣの形成に向け，特に，
ＬＲＴの整備を契機として人の往来・交流が活発になるＬＲＴ
沿線エリアを，先行的に脱炭素化を推進するモデル地区として
設定し，脱炭素化に向けた様々な取組を実施するとともに，当
該地区における効果的な取組を波及させることで市域全体の脱
炭素化を牽引します。

► 環境負荷の少ない都市整備
・ ＬＲＴ沿線における脱炭素モデル地区の創出
・ ＮＣＣの都市拠点等の形成に向けた立地適正化計画に
おける環境配慮の視点を取り入れた誘導策の充実

脱炭素のモデル地区を創出し，

まちを

⇒市域全体へ波及

再生可能エネルギー
最大限導入・活用プロジェクト

地域ポテンシャルを活かした様々な再生可能エネルギーを最大
限導入し，自家消費や地域新電力会社の活用により地産地消を
推進することで，エネルギーの脱炭素化と地域経済の活性化に
寄与するとともに，導入にあたっては，周辺環境や自然との調
和を図り，地域住民の理解を得ながら，地域にメリットのある
再エネ設備となることを目指します。

► 自立分散型エネルギーの普及促進
・ 家庭向け脱炭素化普及促進補助事業の実施
・ 事業者向けの融資制度等による環境保全対策の支援

► 地域新電力会社宇都宮ライトパワーによる電力の地産地消の推進
・ ごみ処理施設クリーンパーク茂原のバイオマス発電や，
市内の家庭用太陽光発電による再生可能エネルギーを買い取り，
地産地消することで，エネルギー資源循環と経済循環を創出

・ 事業収益の一部で地域還元事業を実施

エネルギーを地産地消することで，

地域資源・経済循環を

エネルギーを生み出すと同時に，

地域に利益・メリットを

エネルギーを
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コラム

人間社会や自然の生態系が危機

に陥らないためには，実効性の

高い温室効果ガス排出削減の取

組を行っていく必要があります。

温室効果ガスの排出抑制に向け

た努力が緩和策です。

緩和を実施しても温暖化の影響

がさけられない場合，その影響

に対して自然や人間社会のあり

方を調整していくことが，

適応策です。

出典：気候変動適応情報プラットフォーム

地球温暖化対策には，大きく分けて，原因そのものである
温室効果ガスの排出を抑制する「緩和」と，すでに起こりつ
つある地球温暖化（気候変動）の影響に対して，あらかじめ
備え，自然や社会のあり方を調整する「適応」という２つの
考え方があり，この２つは車の両輪のように，どちらも着実
に進めていく必要があります。

温室効果ガスの排出を完全にゼロにすることはできません。
省エネや電化の取組をしても，どうしても脱炭素化できない
部門や、CO2の削減に膨大なコストがかかってしまう部分も
あります。
そのため，排出削減と合わせて大切になってくるのが，

温室効果ガスの「吸収源対策」です。

代表的な吸収源は森林による光合成です。

街路樹や庭木，グリーンカーテンなども，ヒートアイラン
ドの軽減とともに大切な吸収源のひとつになります。

また，近年では，農地土壌の炭素固定能力が世界的に注目
を浴びており，緑肥や堆肥等の有機物の施用などにより，
農地を吸収源として捉え，評価しようとする動きも広がって
います。
そのほか，炭素固定・回収・貯留といった「ネガティブ

エミッション」と呼ばれる新しい技術も研究が進んでおり，
将来のカーボンニュートラル実現に向け大きく貢献する
ことが期待されています。

苗木の大きさから
ぐんぐん成長するときに
たくさんCO2を吸収します

伐った後も，木材として
建物などに使うことで
長い間炭素を貯めておく

ことができます
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カーボンニュートラルに欠かせない
吸収源対策のお話

２つの気候変動対策
～「緩和」と「適応」～



ＺＥＨ（ゼッチ）ってどんな家？

ＺＥＨでの生活は，
省エネ・創エネをしつつ，
夏は涼しく，
冬は暖かい快適な空間を
実現することができます。

出典：資源エネルギー庁（平成30年３月）
ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）に関する情報公開について

ＺＥＨ（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）
とは、「外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高
効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつ
つ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギー
を導入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支
がゼロとすることを目指した住宅」です。

無駄なく効率的に使う
“エネルギーの面的利用“とは？

発電と同時に生み出される排熱など，電気や熱などのエネ
ルギーを，施設や建物間、地域間などで融通し合い、共同利
用するのがエネルギーの面的利用という考え方です。一つの
建物だけでは、電気や熱を全て使い切ることができずに捨て
てしまうような場合もありますが，複数の建物でエネルギー
を融通し合うことで，効率的にエネルギーを使うことができ、
省エネによるコストダウンや省CO2を可能にします。

ほかにも，たとえばごみ処理施設の排熱で温浴施設のお湯
を温めたり，日中に多くのエネルギーを使うオフィスビルと、
夜間に多く使うホテルなど，エネルギーの利用に時間差があ
る建物を融通相手として組み合わせるのも効果的なエネル
ギーの面的利用の在り方です。
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出典：資源エネルギー庁（2019年10月25日）
分散型エネルギーリソースを活用したエネルギーシステムの普及拡大に向けた取組



令和3年11月，本市の脱炭素化の加速化に全庁を挙げて取り組むため，
新たに，市長を本部長とし全部局長等で構成する「宇都宮市カーボンニュートラル推進本部」を設置しました。
本ロードマップは，市が行う施策事業の指針としても位置付け，あらゆる分野において反映させていくとともに，

2050年カーボンニュートラルの実現に向け，本市の脱炭素化の加速化に全庁を挙げて取り組んでいきます。
また、定期的に進捗状況や課題を公表し，市民・事業者のみなさんと一丸となって推進してまいります。

おわりに（推進体制）
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宇都宮市カーボンニュートラル推進本部

本部長：市長

副本部長：副市長（２名）

本部員：庁内全部局長等
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【本部会議】

【推進ワーキンググループ】
座長：環境政策課長補佐

副座長：議題に応じた関係課長補佐
委員：議題に応じた関係課係長等

【推進会議】
議長：環境部次長

副議長：総合政策部次長
委員：各部局筆頭課長等

・ 学識経験者
・ 市議会議員
・ 事業者及び
市民団体の代表者

・ 公募委員 等

宇都宮市環境審議会
意見反映

≪庁外組織≫



用語集・関連情報リンク集
※1 ＺＥＨ（ゼッチ）

➤ net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略で，「外

皮の断熱性能を大幅に向上させるとともに，高効率な設備システムの導入により，
室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で，再生可能エネル
ギーを導入することにより，年間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとすること
を目指した住宅」を指します。集合住宅はＺＥＨ－Ｍ（ゼッチ・マンション），業
務ビルなどはＺＥＢ（ゼブ）と呼ばれます。

※2 卒ＦＩＴ（そつフィット）

➤ 固定価格買取制度（FIT制度）の買取期間が満了した発電設備のことを指します。

再生可能エネルギーの普及拡大を目的として2009年11月に開始した余剰電力買取
制度（現在は固定価格買取制度）で，電気事業者は家庭や事業所などの太陽光発電
からの余剰電力を一定期間、一定価格で買い取ることが義務付けられていました。
住宅用太陽光発電の余剰電力は固定価格での買取期間が10年と定められており、
制度開始から10年が経過した2019年11月以降、買取期間が順次満了しています。

※3 ＣＣＵＳ

➤ Carbon dioxide Capture, Utilization and Storageの略で、CO2を資源として

捉え，発電所や化学工場などから排出されたCO2をほかの気体から分離して「回
収」，「貯留」し，そのCO2を「利用」しようというものです。「カーボンリサイ
クル」と呼称されることもあり，カーボンニュートラルの切り札として期待され，
国内外で研究が進められています。

※4 スマートムーブ
➤ 日常生活の様々な移動手段を工夫しCO2排出量を削減しようとする取組。環境省
が，“「移動」を「エコに」”を合言葉に，エコで賢い移動方法を選択するライフス
タイルを「smart move（スマートムーブ）」と名付け，公共交通機関の利用や自
転車・徒歩での移動，自動車利用や長距離移動の工夫などの取組を推奨しています。

※5 ＬＣＣＭ住宅
➤ ライフ・サイクル・カーボン・マイナス住宅の略。建物を長寿命化するとともに，
居住時だけでなく，住宅の建設から廃棄時に至るまでできるだけ省ＣＯ２に取り組
み，ライフサイクルを通じてのＣＯ２の収支をマイナスにする住宅を指します。

※6 エコドライブ
➤ 人にも，クルマにも，地球環境にも優しい運転方法です。ふんわりアクセルやア
イドリングストップ等のエコドライブを実践すると、燃料消費量を最大で約1/4削
減できるというデータもあります。燃費も良くなり経済的、そして加減速の緩やか
な周囲に気を配った運転を実践することで交通事故も減り、安全にもつながります。

※7 エシカル
➤ エシカル（ethical)とは「倫理的な」という意味の英語の形容詞で，近年はとく
に，地球環境や人，社会に配慮した商品を選んだり，そうした課題に取り組む事業
者を応援しながら消費行動を行うことを「エシカル消費」と呼びます。

※8 コージェネレーションシステム
➤ コージェネレーション（熱電併給）は、天然ガス、石油、LPガス等を燃料として、
エンジン、タービン、燃料電池等の方式により発電し、その際に生じる廃熱も同時
に回収するシステムです。回収した廃熱は、蒸気や温水として、工場の熱源、冷暖
房・給湯などに利用でき、熱と電気を無駄なく利用できれば、燃料が本来持ってい
るエネルギーの約75～80％と、高い総合エネルギー効率が実現可能です。

カーボンニュートラルとは ー脱炭素ポータル ｜環境省
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/about/

ゼロカーボンアクション30
｜COOL CHOICE 未来のために，今選ぼう。
https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/zc-action30/

中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック - 環境省
https://www.env.go.jp/content/900517735.pdf

（事業者の皆さま向け）脱炭素ガイドブック（栃木県）
https://www.pref.tochigi.lg.jp/d02/syouene/guidebook.html

宇都宮市省エネガイドブック～経営力強化につながる省エネルギー～
https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/kankyo/ondanka/101
6709.html

気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）
https://adaptation-platform.nies.go.jp/ 27

※9 レジリエンス
➤ レジリエンス（resilience）とは、「回復力」「弾性（しなやかさ）」を意味す
る英単語ですが，防災分野や環境分野においては想定外の事態に対し社会や組織が
機能を速やかに回復する強靭さを意味する用語として使われます。たとえば自然災
害などの困難な状況に対し，従来の予防力に加えて，災害を乗り越える力（回復
力）を加えた総合的な力を「災害レジリエンス」と称します。

※10 Jクレジット
➤ 省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用によるCO2等の排出削減量
や、適切な森林管理によるCO2等の吸収量を，売買可能な「クレジット」として可
視化し，国が認証する制度です。クレジットを創出する側にとっては，CO2削減・
吸収の取り組みを行う際にかかる費用をJ-クレジットの販売利益で回収することが
でき，また，それを買い取る企業等は，努力をしても減らすことのできないCO2の
排出量について、他の場所で行われるCO2の削減・吸収プロジェクトへの投資を通
じて埋め合わせる（カーボンオフセット）ことができるなど双方にとってメリット
があり，温暖化対策の推進と資金循環を同時に実現することができます。

※11 ＣＳＲ
➤ corporate social responsibility（企業の社会的責任）の略で，社会的責任とは、
従業員や消費者、投資者、環境などへの配慮から社会貢献までの幅広い内容に対し
て適切な意思決定を行う責任のことを指します。企業としてCSRに積極的に取り組
むことで，取引先や顧客からの信用を得られたり，人材獲得や従業員満足度が向上
するなど，企業価値の向上につながります。
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▶

▶

▶

▶

▶

https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/about/
https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/zc-action30/
https://www.env.go.jp/content/900517735.pdf
https://www.pref.tochigi.lg.jp/d02/syouene/guidebook.html
https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/kankyo/ondanka/1016709.html
https://adaptation-platform.nies.go.jp/
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～ 新しいまちの暮らし スーパースマートシティ うつのみや始動 ～


